
条 例
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職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の育児休業等に関する条例の一部改正）

第１条 職員の育児休業等に関する条例（平成４年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条並びに第１９条第１

項及び第２項 の規定に基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の育児休

業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 前号に掲げる職員のほか、職員が育児休業により養育しよう

とする子を当該職員以外の当該子の親が常態として養育するこ

とができる場合における当該職員

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、若しくは

出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

５条第２号に掲げる事由に該当したことにより当該育児休業の

承認が取り消された後、当該産前の休暇若しくは出産に係る子

又は同号に規定する承認に係る子が死亡したこと又は養子縁組

等により職員と別居することとなったこと。

� 省略

� 育児休業をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は身体上

若しくは精神上の障害により当該育児休業に係る子を養育する

ことができない状態が相当期間にわたり継続することが見込ま

れることにより当該育児休業の承認が取り消された後、当該職

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第６条の２、第７条並びに第９条

第１項及び第２項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の育児休

業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（育児休業をすることができない職員）

第２条 育児休業法第２条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�～� 省略

� 前号に掲げる職員のほか、 育児休業により養育しよう

とする子を職員 以外の当該子の親が常態として養育するこ

とができる場合における当該職員

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

� 育児休業をしている職員が産前の休暇を与えられ、若しくは

出産したことにより当該育児休業の承認が効力を失い、又は第

５条第２号に掲げる事由に該当したことにより育児休業 の

承認が取り消された後、当該産前の休暇若しくは出産に係る子

又は同号に規定する承認に係る子が死亡したこと又は養子縁組

等により職員と別居することとなったこと。

� 省略
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員が当該子を養育することができる状態に回復したこと。

� 省略

� 省略

（育児休業等の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項（育児休業法第１９条第３項におい

て準用する場合を含む。）の条例で定める事由は、次に掲げる事

由とする。

� 職員が育児休業により養育している子を当該職員以外の当該

子の親が常態として養育することができることとなったとき。

� 省略

（職務復帰後における給与等の取扱い）

第６条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員及び技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員を除く。第８条から第１０条までにおい

て同じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との

均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００

分の１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教育職員

の給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定

める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。

（部分休業をすることができない職員）

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 前号に掲げる職員のほか、職員が部分休業により養育しよう

とする時間において、 養育しようとする子を当

該職員以外の当該子の親が養育することができる場合における

当該職員

（部分休業の承認）

第９条 部分休業の承認は、正規の勤務時間の始め又は終わりにお

いて

、３０分を単位として行うものとする。

２ 子の保育のために職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第３条第２項の規定又は教育

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３１号）第４条第２項の規定による有給休暇の許可を与え

られている職員に対する部分休業の承認については、１日につき

２時間から当該有給休暇として与えられている時間を減じた時間

を超えない範囲内で行うものとする。

� 省略

� 省略

（育児休業等の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項（育児休業法第９条第３項におい

て準用する場合を含む。）の条例で定める事由は、次に掲げる事

由とする。

� 育児休業に係る 子を職員 以外の当該

子の親が常態として養育することができることとなったとき。

� 省略

（職務復帰後における給与等の取扱い）

第６条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員及び技能労務職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０

号）第１条の技能労務職員を除く。第８条から第１０条までにおい

て同じ。）が職務に復帰した場合には、当該育児休業をした期間

の２分の１に相当する

期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

初の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教育職員

の給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定

める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じて

その者の号給を調整することができる。

（部分休業をすることができない職員）

第８条 育児休業法第９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

�・� 省略

� 前号に掲げる職員のほか、部分休業をしよう

とする時間において、部分休業により養育しようとする子を職

員 以外の当該子の親が養育することができる場合における

当該職員

（部分休業の承認）

第９条 部分休業の承認は、正規の勤務時間の始め又は終わりにお

いて、１日を通じて２時間（子の保育のために職員の休日、休暇

並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第

３条第２項の規定又は教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に

関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）第４条第２項の規定に

よる有給休暇の許可を与えられている職員については、２時間か

ら当該有給休暇として与えられている時間を減じた時間）を超え

ない範囲内で、職員の託児の態様、通勤の状況等から必要とされ

る時間について、３０分を単位として行うものとする。

第２条 職員の育児休業等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条、第１０条第１項及

び第２項、第１４条、第１５条、第１７条、第１８条第３項並びに第１９条

第１項及び第２項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の育児休

業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

�～� 省略

� 育児休業（この号の規定に該当したことにより当該育児休業

に係る子について既にしたものを除く。）の終了後、当該育児

休業をした職員の配偶者（当該子の親であるものに限る。）が

３月以上の期間にわたり当該子を育児休業その他の人事委員会

規則で定める方法により養育したこと（当該職員が、当該育児

休業の請求の際両親が当該方法により当該子を養育するための

計画について育児休業等計画書により任命権者に申し出た場合

に限る。）。

� 省略

（育児休業 の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項

の条例で定める事由は、次に掲げる事

由とする。

�・� 省略

（育児休業に伴う任期付採用に係る任期の更新）

第６条 省略

（育児休業をしている職員の期末手当等の支給）

第７条 省略

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整）

第８条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員（以下「企業職

員」という。）及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条

例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員（以下「技

能労務職員」という。）を除く。第２０条から第２２条までにおいて同

じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡

上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００分の

１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したも

のとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初

の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教育職員の

給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定め

る日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。

（育児休業をした職員の退職手当の取扱い）

第９条 省略

（育児短時間勤務をすることができない職員）

第１０条 育児休業法第１０条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 非常勤職員

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）第２条第１項、

第３条第２項、第５条第２項、第７条、第８条

並びに第１９条

第１項及び第２項の規定に基づき、並びに育児休業法を実施する

ため、職員（市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の育児休

業等に関し必要な事項を定めるものとする。

（再度の育児休業をすることができる特別の事情）

第３条 育児休業法第２条第１項の条例で定める特別の事情は、次

に掲げる事情とする。

�～� 省略

� 育児休業の請求の際両親が育児休業等により子を養育するた

めの計画について育児休業計画書により任命権者に申し出た職

員が当該請求に係る育児休業をし、当該育児休業の終了後、当

該職員の配偶者（当該子の親であるものに限る。）が３月以上

の期間にわたり当該子を常態として養育したこと（この号の規

定に該当したことにより当該子について既に育児休業をしたこ

とがある場合を除く。）。

� 省略

（育児休業等の承認の取消事由）

第５条 育児休業法第５条第２項（育児休業法第１９条第３項におい

て準用する場合を含む。）の条例で定める事由は、次に掲げる事

由とする。

�・� 省略

（任期付採用職員の 任期の更新）

第５条の２ 省略

（ 期末手当等の支給）

第５条の３ 省略

（職務復帰後における給与等の取扱い）

第６条 育児休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する

法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員

及び技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条

例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員

を除く。第８条から第１０条までにおいて同

じ。）が職務に復帰した場合において、部内の他の職員との均衡

上必要があると認められるときは、その育児休業の期間を１００分の

１００以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したも

のとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初

の昇給日（職員の給与に関する条例第４条第５項又は教育職員の

給与に関する条例第７条第１項に規定する人事委員会規則で定め

る日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてそ

の者の号給を調整することができる。

第７条 省略
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� 臨時的に任用される職員

� 育児休業法第６条第１項の規定により任期を定めて採用され

た職員

� 職員の定年等に関する条例第３条第１項又は第２項の規定に

より引き続いて勤務している職員

� 育児短時間勤務（育児休業法第１０条第１項に規定する育児短

時間勤務をいう。以下同じ。）をすることにより養育しようと

する子について、配偶者が育児休業法その他の法律により育児

休業をしている職員

� 前号に掲げる職員のほか、職員が育児短時間勤務をすること

により養育しようとする時間において、育児短時間勤務をする

ことにより養育しようとする子を当該職員以外の当該子の親が

養育することができる場合における当該職員

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年を経過しな

い場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情）

第１１条 育児休業法第１０条第１項ただし書の条例で定める特別の事

情は、次に掲げる事情とする。

� 育児短時間勤務をしている職員が産前の休暇を与えられ、若

しくは出産したことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を

失い、又は第１４条第２号に掲げる事由に該当したことにより当

該育児短時間勤務の承認が取り消された後、当該産前の休暇若

しくは出産に係る子又は同号に規定する承認に係る子が死亡し

たこと又は養子縁組等により職員と別居することとなったこ

と。

� 育児短時間勤務をしている職員が休職又は停職の処分を受け

たことにより当該育児短時間勤務の承認が効力を失った後、当

該休職又は停職の期間が終了したこと。

� 育児短時間勤務をしている職員が当該職員の負傷、疾病又は

身体上若しくは精神上の障害により当該育児短時間勤務に係る

子を養育することができない状態が相当期間にわたり継続する

ことが見込まれることにより当該育児短時間勤務の承認が取り

消された後、当該職員が当該子を養育することができる状態に

回復したこと。

� 育児短時間勤務の承認が、第１４条第３号に掲げる事由に該当

したことにより取り消されたこと。

� 育児短時間勤務（この号の規定に該当したことにより当該育

児短時間勤務に係る子について既にしたものを除く。）の終了

後、当該育児短時間勤務をした職員の配偶者（当該子の親であ

るものに限る。）が３月以上の期間にわたり当該子を育児休業

その他の人事委員会規則で定める方法により養育したこと（当

該職員が、当該育児短時間勤務の請求の際両親が当該方法によ

り当該子を養育するための計画について育児休業等計画書によ

り任命権者に申し出た場合に限る。）。

� 配偶者が負傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居し

たことその他の育児短時間勤務の終了時に予測することができ

なかった事実が生じたことにより当該育児短時間勤務に係る子

について育児短時間勤務をしなければその養育に著しい支障が

生じることとなったこと。

（育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態）

第１２条 育児休業法第１０条第１項第５号の条例で定める勤務の形態

は、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年

愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１

条第３項ただし書又は教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に
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関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤務時

間等条例」という。）第１１条第２項ただし書の規定の適用を受け

る職員については、職員勤務時間等条例第１１条第３項ただし書又

は教育職員勤務時間等条例第１１条第２項ただし書の人事委員会規

則で定める期間につき１週間当たり１日以上の割合の日を週休日

（職員勤務時間等条例第２条第１項又は教育職員勤務時間等条例

第３条第１項に規定する週休日をいう。）とし、当該期間につき

１週間当たりの勤務時間が２０時間、２４時間又は２５時間となるよう

に勤務する形態（育児休業法第１０条第１項第１号から第４号まで

に掲げる勤務の形態を除き、勤務日（職員勤務時間等条例第１１条

第４項又は教育職員勤務時間等条例第１１条第３項に規定する勤務

日をいう。）が引き続き人事委員会規則で定める日数を超えず、

かつ、１回の勤務が人事委員会規則で定める時間を超えないもの

に限る。）とする。

（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続）

第１３条 育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求は、人事委員

会規則で定める育児短時間勤務承認請求書により、育児短時間勤

務を始めようとする日又はその期間の末日の翌日の１月前までに

行うものとする。

（育児短時間勤務の承認の取消事由）

第１４条 育児休業法第１２条において準用する育児休業法第５条第２

項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。

� 職員が育児短時間勤務により養育している子を、当該育児短

時間勤務をすることにより養育している時間に、当該職員以外

の当該子の親が養育することができることとなったとき。

� 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務

に係る子以外の子に係る育児短時間勤務を承認しようとすると

き。

� 育児短時間勤務をしている職員について当該育児短時間勤務

の内容と異なる内容の育児短時間勤務を承認しようとすると

き。

（育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情）

第１５条 育児休業法第１７条の条例で定めるやむを得ない事情は、次

に掲げる事情とする。

� 過員を生ずること。

� 当該育児短時間勤務に伴い任用されている短時間勤務職員

（育児休業法第１８条第１項の規定により採用された同項に規定

する短時間勤務職員をいう。以下同じ。）を短時間勤務職員と

して引き続き任用しておくことができないこと。

（育児短時間勤務の例による短時間勤務に係る職員への通知）

第１６条 任命権者は、育児休業法第１７条の規定による短時間勤務を

させる場合又は当該短時間勤務が終了した場合には、職員に対し、

書面によりその旨を通知しなければならない。

（育児短時間勤務をした職員の退職手当の取扱い）

第１７条 愛媛県職員退職手当条例第６条の４第１項及び第７条第４

項の規定の適用については、育児短時間勤務をした期間は、同条

例第６条の４第１項に規定する現実に職務に従事することを要し

ない期間に該当するものとみなす。

２ 育児短時間勤務をした期間についての愛媛県職員退職手当条例

第７条第４項の規定の適用については、同項中「その月数の２分

の１に相当する月数」とあるのは、「その月数の３分の１に相当

する月数」とする。

３ 育児短時間勤務の期間中の愛媛県職員退職手当条例の規定によ
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る退職手当の計算の基礎となる給料月額は、育児短時間勤務をし

なかったと仮定した場合の勤務時間により勤務したときに受ける

べき給料月額とする。

４ 前３項の規定は、育児休業法第１７条の規定による短時間勤務に

ついて準用する。

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の任用に係る任期の更新）

第１８条 第６条の規定は、短時間勤務職員の任期の更新について準

用する。

（育児短時間勤務に伴う短時間勤務職員の職員の給与に関する条

例等の適用除外）

第１９条 職員の給与に関する条例第４条第５項から第８項までの規

定及び教育職員の給与に関する条例第７条の規定は、短時間勤務

職員（企業職員及び技能労務職員を除く。）には、適用しない。

（部分休業をすることができない職員）

第２０条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 省略

� 育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤

務をしている職員

� 省略

� 省略

（部分休業の承認）

第２１条 省略

２ 子の保育のために職員勤務時間等条例

第３条第２項の規定又は教育

職員勤務時間等条例

第４条第２項の規定による有給休暇の許可を与え

られている職員に対する部分休業の承認については、１日につき

２時間から当該有給休暇として与えられている時間を減じた時間

を超えない範囲内で行うものとする。

第２２条 省略

（部分休業の承認の取消事由）

第２３条 第１４条の規定は、部分休業について準用する。

第２４条 省略

（部分休業をすることができない職員）

第８条 育児休業法第１９条第１項の条例で定める職員は、次に掲げ

る職員とする。

� 省略

� 省略

� 省略

（部分休業の承認）

第９条 省略

２ 子の保育のために職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する

条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第３条第２項の規定又は教育

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛

県条例第３１号）第４条第２項の規定による有給休暇の許可を与え

られている職員に対する部分休業の承認については、１日につき

２時間から当該有給休暇として与えられている時間を減じた時間

を超えない範囲内で行うものとする。

第１０条 省略

第１１条 省略

（職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第３条 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業等に

関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」という。）

第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務

（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた職員及び育

児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員

（以下「育児短時間勤務職員等」という。）、地方公務員法第２８

条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは

第２項の規定により採用された職員で同法第２８条の５第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤務職

員」という。）並びに育児休業法第１８条第１項又は地方公共団体

の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）

第５条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職

（年次有給休暇）

第５条 職員には、１年を通じて２０日（地方公務員法第２８条の５第

１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された職員

（以下「再任用短時間勤務職

員」という。）及び 地方公共団体

の一般職の任期付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）

第５条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職
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員」という。）（以下「短時間勤務職員」と総称する。）にあつ

ては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事

委員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間について４０時間（育児短時間勤

務職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育児休業法

第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務等」とい

う。）の内容に従い任命権者が定める時間、再任用短時間勤務職

員にあつては１６時間から３２時間までの範囲内で任命権者が定める

時間、任期付短時間勤務職員にあつては３２時間までの範囲内で任

命権者が定める時間。以下この項において同じ。）とする。ただ

し、特別の勤務に従事する職員の勤務時間は、１週間当たり４０時

間とする。

２ 省略

３ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務職員等にあつては必要に応

じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、月

曜日から金曜日までの５日間において職員ごとに任命権者が定め

る日、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員にあつて

は日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日までの５日間にお

いて職員ごとに任命権者が定める日）は、週休日とし、前２項の

勤務時間は、人事委員会規則の定めるところにより、月曜日から

金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１週間ごとの

期間）において、任命権者がその割振りを行うものとする。ただ

し、任命権者は、特別の勤務に従事する職員については、人事委

員会規則で定める期間につき１週間当たり１日以上の割合で週休

日（育児短時間勤務職員等にあつては、当該育児短時間勤務等の

内容に従つた週休日）を設ける場合に限り、人事委員会規則の定

めるところにより、週休日及び勤務時間の割振りについて別に定

めることができる。

４ 省略

（非常勤職員の勤務時間）

第１６条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務

職員を除く。）の勤務時間は、人事委員会の定める基準に従い任

命権者が定める。

員」という。）（以下「短時間勤務職員」と総称する。）にあつ

ては、その者の勤務時間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事

委員会規則で定める日数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 職員の勤務時間は、１週間について４０時間（

再任用短時間勤務職

員にあつては１６時間から３２時間まで

、任期付短時間勤務職員にあつては３２時間までの範囲内で任

命権者が定める時間。以下この項において同じ。）とする。ただ

し、特別の勤務に従事する職員の勤務時間は、１週間当たり４０時

間とする。

２ 省略

３ 日曜日及び土曜日（短時間勤務職員

にあつて

は、これらの日 に加え、月曜日から金曜日までの５日間にお

いて職員ごとに任命権者が定める日）は、週休日とし、前２項の

勤務時間は、人事委員会規則の定めるところにより、月曜日から

金曜日までの５日間（短時間勤務職員にあつては、１週間ごとの

期間）において、任命権者がその割振りを行うものとする。ただ

し、任命権者は、特別の勤務に従事する職員については、人事委

員会規則で定める期間につき１週間当たり１日以上の割合で週休

日

を設ける場合に限り、人事委員会規則の定

めるところにより、週休日及び勤務時間の割振りについて別に定

めることができる。

４ 省略

（非常勤職員の勤務時間）

第１６条 非常勤職員（短時間勤務職員

を除く。）の勤務時間は、人事委員会の定める基準に従い任

命権者が定める。

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第４条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給料表）

第４条 省略

２～１１ 省略

１２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。

以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第

１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び育児休業

法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員（以下

「育児短時間勤務職員等」という。）の給料月額は、第３項、第

４項、第６項及び前項の規定にかかわらず、その者の受ける号給

に応じた額又はその者の属する職務の級に応じた額に、職員の休

日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第

５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１条第１項の規

（給料表）

第４条 省略

２～１１ 省略
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定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時

間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員

以外の職員の勤務時間で除して得た数（以下「算出率」という。）

を乗じて得た額とする。

第４条の２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」という。）の給料月

額は、前条の規定にかかわらず、同条の規定による給料月額に、

職員勤務時間等条例

第１１条第

１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。

（通勤手当）

第１０条 省略

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支

給単位期間につき、それぞれ次に定める額（育児短時間勤務職

員等及び短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの通勤回

数を考慮して人事委員会規則で定める職員にあつては、その額

から、その額に人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を

減じた額）

ア～ト 省略

� 省略

３～６ 省略

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２ 育児短時間勤務職員等及び短時間勤務職員が、正規の勤務時間

が割り振られた日において、正規の勤務時間外にした勤務のうち、

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が８時間に達するまでの間の勤務（人事委員会規則で定める

勤務を除く。）に対する前項の規定の適用については、同項中「正

規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規則で定め

る割合」とあるのは、「１００分の１００」とする。

３ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しく

は失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料

の月額（育児短時間勤務職員等にあつては、給料の月額を算出率

で除して得た額）及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域

手当の月額の合計額とする。

５ 行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上で

あるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員で職務の

複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として

当該各給料表につき人事委員会規則で定めるものについては、前

項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の月額（育

児短時間勤務職員等にあつては、給料の月額を算出率で除して得

第４条の２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占める職員（以下「短時間勤務職員」という。）の給料月

額は、前条の規定にかかわらず、同条の規定による給料月額に、

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１条第

１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。

（通勤手当）

第１０条 省略

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じ、支

給単位期間につき、それぞれ次に定める額（

短時間勤務職員のうち、支給単位期間当たりの通勤回

数を考慮して人事委員会規則で定める職員にあつては、その額

から、その額に人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額を

減じた額）

ア～ト 省略

� 省略

３～６ 省略

（超過勤務手当）

第１４条 省略

２ 短時間勤務職員が、正規の勤務時間

が割り振られた日において、正規の勤務時間外にした勤務のうち、

その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との

合計が８時間に達するまでの間の勤務（人事委員会規則で定める

勤務を除く。）に対する前項の規定の適用については、同項中「正

規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で人事委員会規則で定め

る割合」とあるのは、「１００分の１００」とする。

３ 省略

（期末手当）

第１９条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した職員にあつては、退職し、若しく

は失職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料

及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域

手当の月額の合計額とする。

５ 行政職給料表の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上で

あるもの並びに同表以外の各給料表の適用を受ける職員で職務の

複雑、困難及び責任の度等を考慮してこれに相当する職員として

当該各給料表につき人事委員会規則で定めるものについては、前

項の規定にかかわらず、同項に規定する合計額に、給料の月額
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た額）及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職の職制上の

段階、職務の級等を考慮して人事委員会規則で定める職員の区分

に応じて１００分の２０を超えない範囲内で人事委員会規則で定める

割合を乗じて得た額（人事委員会規則で定める管理又は監督の地

位にある職員にあつては、その額に給料月額（育児短時間勤務職

員等にあつては、給料月額を算出率で除して得た額）に１００分の２５

を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額

を加算した額）を加算した額を第２項の期末手当基礎額とする。

６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 省略

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において職

員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務職員等にあつては、

給料の月額を算出率で除して得た額）及びこれに対する地域手当

の月額の合計額とする。

４・５ 省略

（特定の職員 についての適用除外）

第１９条の５ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１０条の

２、第１１条の２、第１１条の３及び第１８条の４の規定は、育児休業

法第１８条第１項の規定により任期を定めて採用された職員、再任

用職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定めて採用された

職員には、適用しない。

及びこれに対する地域手当の月額の合計額に職の職制上の

段階、職務の級等を考慮して人事委員会規則で定める職員の区分

に応じて１００分の２０を超えない範囲内で人事委員会規則で定める

割合を乗じて得た額（人事委員会規則で定める管理又は監督の地

位にある職員にあつては、その額に給料月額

に１００分の２５

を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割合を乗じて得た額

を加算した額）を加算した額を第２項の期末手当基礎額とする。

６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 省略

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において職

員が受けるべき給料の月額

及びこれに対する地域手当

の月額の合計額とする。

４・５ 省略

（再任用職員等についての適用除外）

第１９条の５ 第８条、第９条、第９条の３、第９条の５、第１０条の

２、第１１条の２、第１１条の３及び第１８条の４の規定は

、再任

用職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定めて採用された

職員には、適用しない。

（教育職員の給与に関する条例の一部改正）

第５条 教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（再任用教育職員等の給料月額）

第７条の２ 省略

２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める教育職員（以下「短時間勤務教育職員」という。）の給料月

額は、第５条から前条まで及び前項の規定にかかわらず、これら

の規定による給料月額に、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤

務時間等条例」という。）第１１条第１項の規定により定められた

その者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以外の

教育職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

（育児短時間勤務教育職員等の給料月額の算出方法）

第８条 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同

条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた教育職員及び

育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた教

育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」という。）の給料月

額は、第５条から前条（第２項を除く。）までの規定にかかわら

ず、その者の受ける号給に応じた額又はその者の属する職務の級

に応じた額に、教育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定によ

り定められたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務

教育職員等、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教

育職員以外の教育職員の勤務時間で除して得た数（以下「算出率」

（再任用教育職員等の給料月額）

第７条の２ 省略

２ 地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占

める教育職員（以下「短時間勤務教育職員」という。）の給料月

額は、第５条から前条まで及び前項の規定にかかわらず、これら

の規定による給料月額に、教育職員の休日、休暇並びに勤務時間

等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤

務時間等条例」という。）第１１条第１項の規定により定められた

その者の勤務時間を同項に規定する

再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以外の

教育職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額とする。

第８条 削除
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という。）を乗じて得た額とする。

（期末手当）

第１９条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した教育職員にあつては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）において教育職員が受ける

べき給料の月額（育児短時間勤務教育職員等にあつては、給料の

月額を算出率で除して得た額）及び扶養手当の月額の合計額とす

る。

５ 職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮して人事委員会規則で

定める教育職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規

定する合計額に、給料の月額（育児短時間勤務教育職員等にあつ

ては、給料の月額を算出率で除して得た額）に職の職制上の段階、

職務の級等を考慮して人事委員会規則で定める教育職員の区分に

応じて１００分の２０を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割

合を乗じて得た額を加算した額を第２項の期末手当基礎額とす

る。

６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 省略

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において教

育職員が受けるべき給料の月額（育児短時間勤務教育職員等にあ

つては、給料の月額を算出率で除して得た額）とする。

４・５ 省略

（特定の教育職員 についての適用除外）

第１９条の５ 第１２条の２、第１２条の３及び第１７条の５の規定は、育

児休業法第１８条第１項の規定により任期を定めて採用された教育

職員、再任用教育職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定

めて採用された教育職員には、適用しない。

（期末手当）

第１９条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、

若しくは失職し、又は死亡した教育職員にあつては、退職し、若

しくは失職し、又は死亡した日現在）において教育職員が受ける

べき給料

及び扶養手当の月額の合計額とす

る。

５ 職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮して人事委員会規則で

定める教育職員については、前項の規定にかかわらず、同項に規

定する合計額に、給料の月額

に職の職制上の段階、

職務の級等を考慮して人事委員会規則で定める教育職員の区分に

応じて１００分の２０を超えない範囲内で人事委員会規則で定める割

合を乗じて得た額を加算した額を第２項の期末手当基礎額とす

る。

６ 省略

（勤勉手当）

第１９条の４ 省略

２ 省略

３ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれその基準日現在において教

育職員が受けるべき給料の月額

とする。

４・５ 省略

（再任用教育職員等についての適用除外）

第１９条の５ 第１２条の２、第１２条の３及び第１７条の５の規定は

、再任用教育職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する

条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定

めて採用された教育職員には、適用しない。

（教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例の一部改正）

第６条 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、教

諭、助教諭、講師（大学に勤務する者以外の者で常時勤務のもの

並びに第６条第１項に規定する再任用短時間勤務教育職員及び任

期付短時間勤務教育職員であるものに限る。）、養護教諭、養護

助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。

（年次有給休暇）

第６条 教育職員には、１年を通じて２０日（地方公務員の育児休業

等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下「育児休業法」とい

う。）第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育児短時

間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）の承認を受けた教育

職員及び育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることと

なつた教育職員（以下「育児短時間勤務教育職員等」という。）、

地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の

６第１項若しくは第２項の規定により採用された教育職員で同法

（定義）

第２条 この条例で「教育職員」とは、公立学校の校長、教頭、教

諭、助教諭、講師（大学に勤務する者以外の者で常時勤務のもの

及び 第６条第１項に規定する短時間勤務教育職員

であるものに限る。）、養護教諭、養護

助教諭、栄養教諭、実習助手及び寄宿舎指導員をいう。

（年次有給休暇）

第６条 教育職員には、１年を通じて２０日（地方公務員法第２８条の

５第１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された教育職員
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第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるもの（以下

「再任用短時間勤務教育職員」という。）並びに育児休業法第１８

条第１項又は地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された教育

職員（以下「任期付短時間勤務教育職員」という。）（以下「短

時間勤務教育職員」と総称する。）にあつては、その者の勤務時

間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事委員会規則で定める日

数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 教育職員の勤務時間は、１週間について４０時間（育児短時

間勤務教育職員等にあつては承認を受けた育児短時間勤務又は育

児休業法第１７条の規定による短時間勤務（以下「育児短時間勤務

等」という。）の内容に従い任命権者が定める時間、再任用短時

間勤務教育職員にあつては１６時間から３２時間までの範囲内で任命

権者が定める時間、任期付短時間勤務教育職員にあつては３２時間

までの範囲内で任命権者が定める時間。以下この項において同

じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する教育職員の勤務時

間は、１週間当たり４０時間とする。

２ 日曜日及び土曜日（育児短時間勤務教育職員等にあつては必要

に応じ、当該育児短時間勤務等の内容に従い、これらの日に加え、

月曜日から金曜日までの５日間において教育職員ごとに任命権者

が定める日、再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教

育職員にあつては日曜日及び土曜日に加え、月曜日から金曜日ま

での５日間において教育職員ごとに任命権者が定める日）は、週

休日とし、前項の勤務時間は、人事委員会規則の定めるところに

より、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務教育職員にあ

つては、１週間ごとの期間）において、任命権者がその割振りを

行うものとする。ただし、任命権者は、特別の勤務に従事する教

育職員については、人事委員会規則で定める期間につき１週間当

たり１日以上の割合で週休日（育児短時間勤務教育職員等にあつ

ては、当該育児短時間勤務等の内容に従つた週休日）を設ける場

合に限り、人事委員会規則の定めるところにより、週休日及び勤

務時間の割振りについて別に定めることができる。

３ 省略

（以下

「再任用短時間勤務教育職員」という。）及び

地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する

法律（平成１４年法律第４８号）第５条の規定により採用された教育

職員（以下「任期付短時間勤務教育職員」という。）（以下「短

時間勤務教育職員」と総称する。）にあつては、その者の勤務時

間等を考慮し２０日を超えない範囲内で人事委員会規則で定める日

数）以内の年次有給休暇を与える。

２ 省略

（勤務時間）

第１１条 教育職員の勤務時間は、１週間について４０時間（

再任用短時

間勤務教育職員にあつては１６時間から３２時間まで

、任期付短時間勤務教育職員にあつては３２時間

までの範囲内で任命権者が定める時間。以下この項において同

じ。）とする。ただし、特別の勤務に従事する教育職員の勤務時

間は、１週間当たり４０時間とする。

２ 日曜日及び土曜日（短時間勤務教育職員

にあつては、これらの日 に加え、月曜日から金曜日ま

での５日間において教育職員ごとに任命権者が定める日）は、週

休日とし、前項の勤務時間は、人事委員会規則の定めるところに

より、月曜日から金曜日までの５日間（短時間勤務教育職員にあ

つては、１週間ごとの期間）において、任命権者がその割振りを

行うものとする。ただし、任命権者は、特別の勤務に従事する教

育職員については、人事委員会規則で定める期間につき１週間当

たり１日以上の割合で週休日

を設ける場

合に限り、人事委員会規則の定めるところにより、週休日及び勤

務時間の割振りについて別に定めることができる。

３ 省略

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第７条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与の減額）

第７条 省略

２ 職員が育児部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達す

るまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超え

ない範囲内の時間に限る。）を勤務しないことをいう。）の承認

を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給料の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を減額した給与を支給する。

３ 省略

（超過勤務手当）

第８条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、週休日（勤務時間を割り振らない日

（給与の減額）

第７条 省略

２ 職員が育児部分休業（当該職員がその３歳に満たない

子を養育するため１日の勤務時間の一部

を勤務しないことをいう。）の承認

を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給料の月額及びこれ

に対する地域手当の月額の合計額を減額した給与を支給する。

３ 省略

（超過勤務手当）

第８条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、週休日（勤務時間を割り振らない日
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をいう。）の振替え又は半日勤務時間（常時勤務を要する職員（地

方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。以下

「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第１項

に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び育児休業法第

１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職員を除く。）

について勤務時間が割り振られた日のその職員の勤務時間の２分

の１に相当する勤務時間をいう。）の割振り変更により、あらか

じめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下「割振り変更前

の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられ

た職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全

時間（知事が定める時間を除く。）に対して、超過勤務手当を支

給する。

（特定の職員 についての適用除外）

第１４条の２ 第４条、第４条の３、第５条の２、第６条の２及び前

条の規定は、育児休業法第１８条第１項の規定により任期を定めて

採用された職員、地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用され

た職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定めて採用された

職員には、適用しない。

（育児休業の承認を受けた職員の給与）

第１５条の２ 育児休業法

第２条第１項の承認を受けた職員には、育児休業をして

いる期間については、給与を支給しない。

２・３ 省略

をいう。）の振替え又は半日勤務時間（常時勤務を要する職員

について勤務時間が割り振られた日のその職員の勤務時間の２分

の１に相当する勤務時間をいう。）の割振り変更により、あらか

じめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下「割振り変更前

の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられ

た職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した全

時間（知事が定める時間を除く。）に対して、超過勤務手当を支

給する。

（再任用職員等についての適用除外）

第１４条の２ 第４条、第４条の３、第５条の２、第６条の２及び前

条の規定は

、地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第

１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採用され

た職員及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年

愛媛県条例第１号）第４条の規定により任期を定めて採用された

職員には、適用しない。

（育児休業の承認を受けた職員の給与）

第１５条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第２条第１項の承認を受けた職員には、育児休業をして

いる期間については、給与を支給しない。

２・３ 省略

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第８条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（時間外勤務手当）

第１０条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、週休日（勤務時間を割り振らない日

をいう。以下同じ。）の振替え又は半日勤務時間（常時勤務を要

する職員（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号。以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定によ

り同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び

育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなつた職

員を除く。）について勤務時間が割り振られた日のその職員の勤

務時間の２分の１に相当する勤務時間をいう。）の割振り変更に

より、あらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下「割

振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務すること

を命ぜられた職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

勤務した全時間（管理者が定める時間を除く。）に対して、時間

外勤務手当を支給する。

（給与の減額）

第１７条 省略

２ 職員が育児部分休業（当該職員がその小学校就学の始期に達す

るまでの子を養育するため１日の勤務時間の一部（２時間を超え

ない範囲内の時間に限る。）を勤務しないことをいう。）の承認

を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給

（時間外勤務手当）

第１０条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、週休日（勤務時間を割り振らない日

をいう。以下同じ。）の振替え又は半日勤務時間（常時勤務を要

する職員

について勤務時間が割り振られた日のその職員の勤

務時間の２分の１に相当する勤務時間をいう。）の割振り変更に

より、あらかじめ割り振られた１週間の正規の勤務時間（以下「割

振り変更前の正規の勤務時間」という。）を超えて勤務すること

を命ぜられた職員には、割振り変更前の正規の勤務時間を超えて

勤務した全時間（管理者が定める時間を除く。）に対して、時間

外勤務手当を支給する。

（給与の減額）

第１７条 省略

２ 職員が育児部分休業（当該職員がその３歳に満たない

子を養育するため１日の勤務時間の一部

を勤務しないことをいう。）の承認

を受けて勤務しない場合には、前項の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給
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与を支給する。

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）

又は高齢者部分休業（当該職員が当該職員に係る定年退職日（職

員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第

１項に規定する定年退職日をいう。）から５年さかのぼつた日後

の日で当該職員が申請において示した日からその定年退職日まで

の期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）

の承認を受けて勤務しない場合には、第１項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給料の月額並

びにこれに対する地域手当並びに管理職手当及び 初任給調整手

当並びに管理者が定める手当の月額の合計額を減額した給与を支

給する。

（育児休業の承認を受けた職員の給与）

第１９条の２ 育児休業法

第２条第１項の承認を受けた職員には、育児休業をして

いる期間については、給与を支給しない。ただし、期末手当及び

勤勉手当については、この限りでない。

（特定の職員 についての適用除外）

第２１条 第５条、第６条、第６条の２（医師に係る部分に限る。）、

第６条の３、第７条の２、第９条及び第１６条の規定は、育児休業

法第１８条第１項の規定により任期を定めて採用された職員、地方

公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員及び一般職の任

期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第

４条の規定により任期を定めて採用された職員には、適用しない。

与を支給する。

３ 職員が修学部分休業（当該職員が大学その他の教育施設におけ

る修学のため１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）

又は高齢者部分休業（当該職員が当該職員に係る定年退職日（職

員の定年等に関する条例（昭和５９年愛媛県条例第１号）第２条第

１項に規定する定年退職日をいう。）から５年さかのぼつた日後

の日で当該職員が申請において示した日からその定年退職日まで

の期間中、１週間の勤務時間の一部を勤務しないことをいう。）

の承認を受けて勤務しない場合には、第１項の規定にかかわらず、

その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給料の月額並

びにこれに対する地域手当及び 管理職手当並びに初任給調整手

当並びに管理者が定める手当の月額の合計額を減額した給与を支

給する。

（育児休業の承認を受けた職員の給与）

第１９条の２ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第１１０号）第２条第１項の承認を受けた職員には、育児休業をして

いる期間については、給与を支給しない。ただし、期末手当及び

勤勉手当については、この限りでない。

（再任用職員等についての適用除外）

第２１条 第５条、第６条、第６条の２（医師に係る部分に限る。）、

第６条の３、第７条の２、第９条及び第１６条の規定は

、地方

公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員及び一般職の任

期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）第

４条の規定により任期を定めて採用された職員には、適用しない。

（一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正）

第９条 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１３年愛媛県条例第４６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（給与に関する特例）

第５条 省略

２～４ 省略

５ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。

以下「育児休業法」という。）第１０条第３項の規定により同条第

１項に規定する育児短時間勤務（以下「育児短時間勤務」という。）

の承認を受けた第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員並び

に育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった

第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員（以下「育児短時間

勤務職員等」という。）の給料月額は、前各項の規定にかかわら

ず、その者の受ける号給に応じた額又は前項の規定による額に、

職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛

県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第１１条第

１項の規定により定められたその者の勤務時間を同項に規定する

育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間

勤務職員以外の職員の勤務時間で除して得た数を乗じて得た額と

する。

６ 省略

７ 省略

（第１号任期付研究員の裁量による勤務）

第７条 任命権者は、第１号任期付研究員の職務につき、その職務

（給与に関する特例）

第５条 省略

２～４ 省略

５ 省略

６ 省略

（第１号任期付研究員の裁量による勤務）

第７条 任命権者は、第１号任期付研究員の職務につき、その職務

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号外１

１３



の性質上時間配分の決定その他の職務遂行の方法を大幅に当該第

１号任期付研究員の裁量にゆだねることが当該第１号任期付研究

員に係る研究業務の能率的な遂行のため必要であると認める場合

には、当該第１号任期付研究員を、人事委員会規則の定めるとこ

ろにより、職員勤務時間等条例

の規定による勤務時間の割振りを行わず、職務遂行の方法等に関

し具体的な指示をしないこととして、その職務に従事させること

ができる。この場合において、当該第１号任期付研究員は、人事

委員会規則の定めるところにより、その勤務の状況について任命

権者に報告しなければならない。

２ 前項の場合における第１号任期付研究員の勤務時間の算定につ

いては、月曜日から金曜日までの５日間（当該第１号任期付研究

員が育児短時間勤務職員等である場合にあっては、承認を受けた

育児短時間勤務又は育児休業法第１７条の規定による短時間勤務

（以下この項において「育児短時間勤務等」という。）の内容に

従った週休日（職員勤務時間等条例第２条第１項に規定する週休

日をいう。）以外の日）において、人事委員会規則で定める時間

帯について職員勤務時間等条例第１１条第３項本文及び同項本文の

人事委員会規則の定めるところにより勤務時間（育児短時間勤務

職員等にあっては、当該育児短時間勤務等の内容に従った勤務時

間）を割り振られたものとみなし、国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日その他の人事委員会規則で定

める日を除き、当該割り振られたものとみなされる勤務時間を勤

務したものとみなす。

３～５ 省略

の性質上時間配分の決定その他の職務遂行の方法を大幅に当該第

１号任期付研究員の裁量にゆだねることが当該第１号任期付研究

員に係る研究業務の能率的な遂行のため必要であると認める場合

には、当該第１号任期付研究員を、人事委員会規則の定めるとこ

ろにより、職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭

和２６年愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）

の規定による勤務時間の割振りを行わず、職務遂行の方法等に関

し具体的な指示をしないこととして、その職務に従事させること

ができる。この場合において、当該第１号任期付研究員は、人事

委員会規則の定めるところにより、その勤務の状況について任命

権者に報告しなければならない。

２ 前項の場合における第１号任期付研究員の勤務時間の算定につ

いては、月曜日から金曜日までの５日間

において、人事委員会規則で定める時間

帯について職員勤務時間等条例第１１条第３項本文及び同項本文の

人事委員会規則の定めるところにより勤務時間

を割り振られたものとみなし、国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日その他の人事委員会規則で定

める日を除き、当該割り振られたものとみなされる勤務時間を勤

務したものとみなす。

３～５ 省略

（一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第１０条 一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛県条例第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（短時間勤務職員の任期を定めた採用）

第４条 省略

２ 省略

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認

又は許可を受けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該

職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため適当であ

ると認める場合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用するこ

とができる。

� 省略

� 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号。以下「育児休業法」という。）第１９条第１項の規定による

承認

� 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年

愛媛県条例第５６号。以下「職員勤務時間等条例」という。）第

３条第３項の規定による許可

� 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和

２７年愛媛県条例第３１号。以下「教育職員勤務時間等条例」とい

う。）第４条第３項の規定による許可

（特定任期付職員の給与に関する特例）

第７条 省略

２・３ 省略

（短時間勤務職員の任期を定めた採用）

第４条 省略

２ 省略

３ 任命権者は、前２項の規定によるほか、職員が次に掲げる承認

又は許可を受けて勤務しない時間について短時間勤務職員を当該

職員の業務に従事させることが当該業務を処理するため適当であ

ると認める場合には、短時間勤務職員を任期を定めて採用するこ

とができる。

� 省略

� 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号 ）第９条第１項の規定による

承認

� 職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年

愛媛県条例第５６号 ）第

３条第３項の規定による許可

� 教育職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和

２７年愛媛県条例第３１号

）第４条第３項の規定による許可

（特定任期付職員の給与に関する特例）

第７条 省略

２・３ 省略
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４ 育児休業法第１０条第３項の規定により同条第１項に規定する育

児短時間勤務の承認を受けた特定任期付職員及び育児休業法第１７

条の規定による短時間勤務をすることとなった特定任期付職員の

給料月額は、前３項の規定にかかわらず、その者の受ける号給に

応じた額又は前項の規定による額に、次の各号に掲げる特定任期

付職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める数を乗じて得た

額とする。

� 職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 職員勤

務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたその者の勤

務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務時間で除

して得た数

� 教育職員勤務時間等条例の適用を受ける特定任期付職員 教

育職員勤務時間等条例第１１条第１項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務教育職員等、

再任用短時間勤務教育職員及び任期付短時間勤務教育職員以外

の教育職員の勤務時間で除して得た数

５ 省略

６ 省略

４ 省略

５ 省略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定、第７条中技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第７

条第２項の改正規定、第８条中愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第１７条第２項の改正規定、第１０条中一般職の任期付職

員の採用等に関する条例第４条第３項第２号の改正規定（「第９条第１項」を「第１９条第１項」に改める部分に限る。）並びに附則第２

項及び第３項の規定は、公布の日から施行する。

（育児休業をした職員の職務復帰後における号給の調整に関する経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の職員の育児休業等に関する条例第６条の規定は、育児休業をした職員が平成１９年８月１日（以下「基準日」

という。）以後に職務に復帰した場合における号給の調整について適用し、育児休業をした職員が基準日前に職務に復帰した場合におけ

る号給の調整については、なお従前の例による。

３ 基準日に現に育児休業をしている職員が基準日からこの条例の施行の日の前日までの間に職務に復帰した場合における第１条の規定に

よる改正後の職員の育児休業等に関する条例第６条の規定の適用については、同条中「１００分の１００以下」とあるのは、「１００分の１００

以下（当該期間のうち平成１９年８月１日前の期間については、２分の１）」とする。

４ 基準日に現に育児休業をしている職員がこの条例の施行の日以後に職務に復帰した場合における第２条の規定による改正後の職員の育

児休業等に関する条例第８条の規定の適用については、同条中「１００分の１００以下」とあるのは、「１００分の１００以下（当該期間のうち

平成１９年８月１日前の期間については、２分の１）」とする。

（職員の修学部分休業に関する条例の一部改正）

５ 職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（修学部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 修学部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第２

項第２号の規定の適用については、同号中「育児短時間勤務職員

等及び短時間勤務職員」とあるのは、「修学部分休業（職員の修

学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２号）第２条第

１項に規定する修学部分休業をいう。）をしている職員」とする。

（修学部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 修学部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第２

項第２号の規定の適用については、同号中「

短時間勤務職員」とあるのは、「修学部分休業（職員の修

学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２号）第２条第

１項に規定する修学部分休業をいう。）をしている職員」とする。

（職員の高齢者部分休業に関する条例の一部改正）

６ 職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（高齢者部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 高齢者部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第

２項第２号の規定の適用については、同号中「育児短時間勤務職

員等及び短時間勤務職員」とあるのは、「高齢者部分休業（職員

の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）第

２条第１項に規定する高齢者部分休業をいう。）をしている職員」

とする。

（高齢者部分休業の承認を受けた職員の給与）

第３条 省略

２ 高齢者部分休業をしている職員に対する職員給与条例第１０条第

２項第２号の規定の適用については、同号中「

短時間勤務職員」とあるのは、「高齢者部分休業（職員

の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第３号）第

２条第１項に規定する高齢者部分休業をいう。）をしている職員」

とする。

�愛媛県条例第５９号
職員の自己啓発等休業に関する条例を次のように公布する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の自己啓発等休業に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第２６条の５第１項、第５項及び第６項の規定に基づき、

職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員を除き、市町村立学校職員給与負担法

（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員を含む。以下同じ。）の自己啓発等休業に関し必要な事項を定めるものとす

る。

（自己啓発等休業の承認）

第２条 任命権者は、職員としての在職期間が２年以上である職員が申請した場合において、公務の運営に支障がなく、かつ、当該職員の

公務に関する能力の向上に資すると認めるときは、当該申請をした職員の勤務成績その他の事情を考慮した上で、大学等課程の履修（法

第２６条の５第１項に規定する大学等課程の履修をいう。以下同じ。）又は国際貢献活動（同項に規定する国際貢献活動をいう。以下同じ。）

のための休業（以下「自己啓発等休業」という。）をすることを承認することができる。

（自己啓発等休業の期間）

第３条 法第２６条の５第１項の条例で定める期間は、大学等課程の履修のための休業にあっては２年（大学等課程の履修の成果をあげるた

めに特に必要な場合として人事委員会規則で定める場合は、３年）を、国際貢献活動のための休業にあっては３年を超えない範囲内の期

間とする。

（大学等教育施設）

第４条 法第２６条の５第１項の条例で定める教育施設は、次に掲げる教育施設とする。

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第８３条に規定する大学（当該大学に置かれる同法第９１条に規定する専攻科及び同法第９７条に規定

する大学院を含む。）

� 学校教育法第１条に規定する学校以外の教育施設で学校教育に類する教育を行うもののうち、当該教育を行うにつき他の法律に特別

の規定があるものであって同法第１０４条第４項第２号の規定により大学又は大学院の課程に相当する教育を行うと認められた課程を置

く教育施設（自己啓発等休業をしようとする職員が当該課程を履修する場合に限る。）

� 前２号に相当する外国の大学（これに準ずる教育施設を含む。）

� 前３号に掲げるもののほか、これらに類する教育施設で任命権者が適当と認めるもの

（奉仕活動）

第５条 法第２６条の５第１項の条例で定める奉仕活動は、次に掲げる奉仕活動とする。

� 独立行政法人国際協力機構が独立行政法人国際協力機構法（平成１４年法律第１３６号）第１３条第１項第３号の規定に基づき自ら行う派

遣業務の目的となる開発途上地域における奉仕活動（当該奉仕活動を行うために必要な国内における訓練その他の準備行為を含む。）

� 前号に掲げるもののほか、外国の都市等において行われる当該都市等との国際交流の促進に資する奉仕活動のうち職員として参加す

ることが適当であると認められるものとして人事委員会規則で定めるもの

（自己啓発等休業の承認の申請）

第６条 自己啓発等休業の承認の申請は、自己啓発等休業をしようとする期間の初日及び末日並びに当該期間中の大学等課程の履修又は国

際貢献活動の内容を明らかにしてしなければならない。

（自己啓発等休業の期間の延長）

第７条 自己啓発等休業をしている職員は、当該自己啓発等休業を開始した日から引き続き自己啓発等休業をしようとする期間が第３条に

規定する休業の期間を超えない範囲内において、延長をしようとする期間の末日を明らかにして、任命権者に対し、自己啓発等休業の期

間の延長を申請することができる。
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２ 自己啓発等休業の期間の延長は、人事委員会規則で定める特別の事情がある場合を除き、１回に限るものとする。

３ 第２条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の承認について準用する。

（自己啓発等休業の承認の取消事由）

第８条 法第２６条の５第５項の条例で定める事由は、次に掲げる事由とする。

� 自己啓発等休業をしている職員が、正当な理由なく、その者が在学している課程を休学し、若しくはその授業を頻繁に欠席している

こと又はその者が参加している奉仕活動の全部若しくは一部を行っていないこと。

� 自己啓発等休業をしている職員が、その者が在学している課程を休学し、停学にされ、又はその授業を欠席していること、その者が

参加している奉仕活動の全部又は一部を行っていないことその他の事情により、当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献

活動に支障が生ずること。

（報告等）

第９条 自己啓発等休業をしている職員は、任命権者から求められた場合のほか、次に掲げる場合には、当該職員の申請に係る大学等課程

の履修又は国際貢献活動の状況について任命権者に報告しなければならない。

� 当該職員が、その申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動を取りやめた場合

� 当該職員が、その在学している課程を休学し、停学にされ、若しくはその授業を欠席している場合又はその参加している奉仕活動の

全部若しくは一部を行っていない場合

� 当該職員の申請に係る大学等課程の履修又は国際貢献活動に支障が生じている場合

２ 任命権者は、自己啓発等休業をしている職員から前項の報告を求めるほか、当該職員と定期的に連絡を取ることにより、十分な意思疎

通を図るものとする。

（職務復帰後における号給の調整）

第１０条 自己啓発等休業をした職員（地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭和２７年法律第２８９号）第３条第４号の職員及び技能労務

職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）第１条の技能労務職員を除く。）が職務に復帰した場合において、

部内の他の職員との均衡上必要があると認められるときは、当該自己啓発等休業の期間を大学等課程の履修又は国際貢献活動のためのも

ののうち、職員としての職務に特に有用であると認められるものにあっては１００分の１００以下、それ以外のものにあっては１００分の５０以

下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最初の昇給日（職

員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）第４条第５項又は教育職員の給与に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３０号）第７

条第１項に規定する人事委員会規則で定める日をいう。）又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じてその者の号給を調整することが

できる。

（退職手当の取扱い）

第１１条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）第６条の４第１項及び第７条第４項の規定の適用については、自己啓発等

休業をした期間は、同条例第６条の４第１項に規定する現実に職務に従事することを要しない期間に該当するものとする。

２ 自己啓発等休業をした期間についての愛媛県職員退職手当条例第７条第４項の規定の適用については、同項中「その月数の２分の１に

相当する月数（法第５５条の２第１項ただし書に規定する事由又はこれに準ずる事由により現実に職務に従事することを要しなかつた期間

については、その月数）」とあるのは、「その月数（職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年愛媛県条例第５９号）第２条に規定す

る自己啓発等休業の期間中の大学等課程の履修又は国際貢献活動の内容が公務の能率的な運営に特に資するものと認められることその他

の人事委員会規則で定める要件に該当する場合については、その月数の２分の１に相当する月数）」とする。

（人事委員会規則への委任）

第１２条 この条例に定めるもののほか、職員の自己啓発等休業に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２０年４月１日から施行する。

（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

２ 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第１５条 省略

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）

第１５条の２ 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員に

は、同項の自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給

しない。

第１５条の３ 省略

第１５条の４ 省略

第１５条 省略

第１５条の２ 省略

第１５条の３ 省略
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（愛媛県職員定数条例の一部改正）

３ 愛媛県職員定数条例（昭和３０年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項の規

定により同項の自己啓発等休業をしている職員

� 省略

� 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号及び第２号に掲げる職員にあつては第２条各号の職員の員数

が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第３号に掲げる職員にあ

つては同条第１号ア及び第７号の職員の員数が同条第１号ア及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

（定数外職員）

第４条 次に掲げる職員は、定数の外に置く。

� 省略

� 省略

２ 前項各号に掲げる職員が職務に復帰した場合において、同項第

１号 に掲げる職員にあつては第２条各号の職員の員数

が当該各号に掲げる職員の定数を、同項第２号に掲げる職員にあ

つては同条第１号ア及び第７号の職員の員数が同条第１号ア及び

第７号に掲げる職員の定数を超えるときは、その定数を超える員

数の職員は、１年を超えない期間に限り、定数の外に置く。

（愛媛県学校職員定数条例の一部改正）

４ 愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外学校職員）

第４条 次に掲げる学校職員は、定数の外に置く。

� 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項の規

定により同項の自己啓発等休業をしている学校職員

� 省略

� 省略

２ 省略

（定数外学校職員）

第４条 次に掲げる学校職員は、定数の外に置く。

� 省略

� 省略

２ 省略

（愛媛県警察職員定数条例の一部改正）

５ 愛媛県警察職員定数条例（昭和３３年愛媛県条例第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定数外職員）

第３条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項の

規定により同項の自己啓発等休業をしている職員は、前条に定め

る定数の外に置く。

２ 省略

３ 省略

４ 前３項の職員が職務に復帰した場合において、前条第１項に掲

げる職員の員数が同条に定める定数を超えるときは、その定数を

超える員数の職員は、１年を超えない期間に限り、同条に定める

定数の外に置く。

５ 地方公務員法 第２８条第２項第１号の規

定により警察官を休職したときは、予算で定める人員の範囲内で、

これを前条に定める定数の外に置くことができる。

（定数外職員）

第３条 省略

２ 省略

３ 前２項の職員が職務に復帰した場合において、前条第１項に掲

げる職員の員数が同条に定める定数を超えるときは、その定数を

超える員数の職員は、１年を超えない期間に限り、同条に定める

定数の外に置く。

４ 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条第２項第１号の規

定により警察官を休職したときは、予算で定める人員の範囲内で、

これを前条に定める定数の外に置くことができる。

（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

６ 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

第１９条 省略

（自己啓発等休業の承認を受けた職員の給与）

第１９条の２ 地方公務員法第２６条の５第１項の承認を受けた職員に

は、同項の自己啓発等休業をしている期間については、給与を支給

しない。

第１９条の３ 省略

第１９条の４ 省略

第１９条 省略

第１９条の２ 省略

第１９条の３ 省略

�愛媛県条例第６０号
職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例を次のように公布する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

職員の大学院等派遣研修費用の償還に関する条例

（趣旨）

第１条 この条例は、国家公務員の留学費用の償還に関する法律（平成１８年法律第７０号）第１２条第２項の規定に基づき、職員の大学院等派

遣研修費用の償還に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例において「職員」とは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職に属する職員並びに市町

村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に規定する職員をいう。

２ この条例において「大学院等派遣研修」とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学の大学院の課程（同法第１０４条第４項

第２号の規定により大学院の課程に相当する教育を行うものとして認められたものを含む。）又はこれに相当する外国の大学（これに準

ずる教育施設を含む。）の課程に在学してその課程を履修する研修であって、地方公務員法第３９条の規定に基づき、職員の同意を得て、

県が実施するもののうち、その内容及び実施形態を考慮して人事委員会規則で定めるものをいう。

３ この条例において「大学院等派遣研修費用」とは、旅費その他の大学院等派遣研修に必要な費用として人事委員会規則で定めるものを

いう。

４ この条例において「特別職地方公務員等」とは、地方公務員法第３条第３項に規定する特別職に属する地方公務員、他の地方公共団体

の職員、国家公務員又はその業務が県若しくは国の事務若しくは事業と密接な関連を有する法人のうち人事委員会規則で定めるものに使

用される者をいう。

（大学院等派遣研修費用の償還）

第３条 大学院等派遣研修を命ぜられた職員が次の各号に掲げるいずれかの期間内に離職した場合には、その者は、それぞれ当該各号に定

める金額を県に償還しなければならない。

� 当該大学院等派遣研修の期間 当該大学院等派遣研修のために県が支出した大学院等派遣研修費用の総額に相当する金額

� 当該大学院等派遣研修の期間の末日の翌日から起算した職員としての在職期間が５年に達するまでの期間 当該大学院等派遣研修の

ために県が支出した大学院等派遣研修費用の総額に相当する金額に、同日から起算した職員としての在職期間が逓増する程度に応じて

１００分の１００から一定の割合で逓減するように人事委員会規則で定める率を乗じて得た金額

２ 前項の離職した場合には、死亡により職員でなくなった場合を含まないものとする。

３ 第１項第２号の職員としての在職期間には、次に掲げる期間を含まないものとする。

� 地方公務員法第２６条の５第１項の規定による自己啓発等休業の期間

� 地方公務員法第２８条第２項の規定による休職の期間（公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤（地方公務員災害補償法（昭

和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。以下同じ。）により負傷し、若しくは疾病にかかり、地方公務

員法第２８条第２項第１号に掲げる事由に該当して休職にされた場合における当該休職の期間その他の人事委員会規則で定める休職の期

間を除く。）

� 地方公務員法第２９条の規定による停職の期間

� 地方公務員法第５５条の２第１項ただし書の規定により職員団体の業務に専ら従事した期間又は地方公営企業等の労働関係に関する法

律（昭和２７年法律第２８９号）第６条第１項ただし書の規定により労働組合の業務に専ら従事した期間

� 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１項の規定による育児休業をした期間

（適用除外）

第４条 前条の規定は、大学院等派遣研修を命ぜられた職員が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当して離職した場合には、適用しない。

� 公務上負傷し、若しくは疾病にかかり、若しくは通勤により負傷し、若しくは疾病にかかり、地方公務員法第２８条第１項第２号に掲

げる事由に該当して免職された場合又は同項第４号に掲げる事由に該当して免職された場合
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� 地方公務員法第２８条の２第１項の規定により退職した場合（同法第２８条の３第１項の期限又は同条第２項の規定により延長された期

限の到来により退職した場合を含む。）

� 任期を定めて採用された職員が、当該任期が満了したことにより退職した場合

� 前３号に掲げる場合に準ずる場合として人事委員会規則で定める場合

� 地方公務員法第６条第１項に規定する任命権者及びその委任を受けた者の要請に応じ特別職地方公務員等となるため退職した場合

� 前号に掲げる場合のほか、特別職地方公務員等となるため離職した場合であって、人事委員会規則で定める場合

（特別職地方公務員等となった者に関する特例）

第５条 大学院等派遣研修を命ぜられた職員のうち、前条第５号又は第６号に掲げる場合に該当して離職し、引き続き特別職地方公務員等

として在職した後、引き続いて職員として採用された者（一の特別職地方公務員等として在職した後、引き続き一以上の特別職地方公務

員等として在職し、引き続いて職員として採用された者を含む。）が離職した場合には、同条第５号又は第６号に掲げる場合に該当して

離職した後における特別職地方公務員等としての在職を職員としての在職とみなして、第３条の規定を適用する。この場合において、同

条第３項中「次に掲げる期間」とあるのは、「次に掲げる期間及び第５条第１項の規定により特別職地方公務員等としての在職が職員と

しての在職とみなされる場合における次に掲げる期間に相当する期間として人事委員会規則で定める期間」とする。

２ 大学院等派遣研修を命ぜられた職員のうち、前条第５号又は第６号に掲げる場合に該当して離職し、引き続き特別職地方公務員等とし

て在職する者（一の特別職地方公務員等として在職した後、引き続き一以上の特別職地方公務員等として在職する者を含む。）が、当該

特別職地方公務員等でなくなった場合（引き続いて職員として採用される場合又は引き続き当該特別職地方公務員等以外の特別職地方公

務員等として在職する場合を除く。）には、当該特別職地方公務員等でなくなったことを離職したことと、同条第５号又は第６号に掲げ

る場合に該当して離職した後における特別職地方公務員等としての在職を職員としての在職とそれぞれみなして、前２条の規定を適用す

る。この場合において、第３条第３項中「次に掲げる期間」とあるのは「次に掲げる期間及び第５条第２項の規定により特別職地方公務

員等としての在職が職員としての在職とみなされる場合における次に掲げる期間に相当する期間として人事委員会規則で定める期間」と、

前条中「次の各号に掲げる場合」とあるのは「特別職地方公務員等につき次の各号に掲げる場合に相当する場合として人事委員会規則で

定める場合」とする。

（人事委員会規則への委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、職員の大学院等派遣研修費用の償還に関し必要な事項は、人事委員会規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条第３項第１号の規定は、平成２０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第３条の規定は、この条例の施行後に大学院等派遣研修を命ぜられた職員について適用する。

３ 学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）の施行の日がこの条例の施行の日後となる場合には、同法の施行の日の前

日までの間における第２条第２項の規定の適用については、同項中「第１０４条第４項第２号」とあるのは、「第６８条の２第４項第２号」

とする。

�愛媛県条例第６１号
愛媛県「三浦保」愛基金条例を次のように公布する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県「三浦保」愛基金条例

（設置）

第１条 三浦保氏の遺志を受け継ぐ株式会社ミウラからの寄附を原資として、県民生活の向上に寄与する施策を推進するため、「三浦保」

愛基金（以下「基金」という。）を設置する。

（財産の種類）

第２条 基金に属する財産は、次のとおりとする。

� 三浦工業株式会社の株式１００万株及び増資等により取得した株式

� 基金の運用から生ずる収益金

（管理）

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。

（運用益金の処理）

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編入する。

（処分）

第５条 基金に属する現金は、第１条の目的を達成するための次に掲げる事業に要する経費及び基金の管理に要する経費に充てるため、そ

の全部又は一部を処分することができる。

� 環境保全又は自然保護の推進に関する事業

愛 媛 県 報平成１９年１２月２１日 第１９２４号外１
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� 社会福祉の向上に関する事業

� その他知事が必要と認める事業

２ 基金に属する株式を処分する場合は、当該株式の寄附者の同意を得るものとする。

（委任）

第６条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第６２号
愛媛県林業技術センター使用料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県林業技術センター使用料条例の一部を改正する条例

愛媛県林業技術センター使用料条例（平成２年愛媛県条例第２４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 試験等に係る使用料

別表（第２条関係）

１ 試験等に係る使用料

種 別 単 位 金 額 種 別 単 位 金 額

省略

土壌養分分析

造林用苗木の品種分析

省略

１件につき ３，０６０円

省略

土壌養分分析 省略

２ 省略 ２ 省略

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第６３号
教育職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成１９年１２月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

教育職員の特殊勤務手当に関する条例等の一部を改正する条例

（教育職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正）

第１条 教育職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和２７年愛媛県条例第３２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別支援教育手当）

第１０条の２ 特別支援教育手当は、次に掲げる教育職員が障害のあ

る幼児、児童又は生徒に対する授業又は指導に直接従事した場合

に支給する。

� 省略

� 小学校又は中学校に勤務する教育職員で、学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第８１条第２項に規定する特別支援学級を担当

するもの

� 省略

（特別支援教育手当）

第１０条の２ 特別支援教育手当は、次に掲げる教育職員が障害のあ

る幼児、児童又は生徒に対する授業又は指導に直接従事した場合

に支給する。

� 省略

� 小学校又は中学校に勤務する教育職員で、学校教育法（昭和

２２年法律第２６号）第７５条第２項に規定する特別支援学級を担当

するもの

� 省略

（市としての要件に関する条例の一部改正）

第２条 市としての要件に関する条例（昭和２９年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

市となるべき普通地方公共団体は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第８条第１項第１号から第３号までに定めるもののほか、次

に掲げる要件を備えていなければならない。

� 省略

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第６章に規定する高等学

校又は同法第９章に規定する大学が１以上設けられているこ

と。

�～� 省略

市となるべき普通地方公共団体は、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第８条第１項第１号から第３号までに定めるもののほか、次

に掲げる要件を備えていなければならない。

� 省略

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第４章に規定する高等学

校又は同法第５章に規定する大学が１以上設けられているこ

と。

�～� 省略

（職員の修学部分休業に関する条例の一部改正）

第３条 職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（修学部分休業の承認）

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に

支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資する

と認めるときは、当該職員が、次に掲げる教育施設における修学

のため、２年を超えない期間に限り、１週間の勤務時間の一部に

ついて勤務しないこと（以下「修学部分休業」という。）を承認

することができる。

� 省略

� 学校教育法第１２４条 の規定による専修学校

� 学校教育法第１３４条の規定による各種学校

� 省略

２ 省略

（修学部分休業の承認）

第２条 任命権者は、職員が申請した場合において、公務の運営に

支障がなく、かつ、当該職員の公務に関する能力の向上に資する

と認めるときは、当該職員が、次に掲げる教育施設における修学

のため、２年を超えない期間に限り、１週間の勤務時間の一部に

ついて勤務しないこと（以下「修学部分休業」という。）を承認

することができる。

� 省略

� 学校教育法第８２条の２の規定による専修学校

� 学校教育法第８３条 の規定による各種学校

� 省略

２ 省略

（愛媛県へき地医療医師確保奨学基金条例の一部改正）

第４条 愛媛県へき地医療医師確保奨学基金条例（平成１８年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（奨学金の貸与）

第３条 基金は、将来県内のへき地の医療機関等（知事が指定する

ものに限る。以下「指定医療機関等」という。）において医師と

しての業務に従事しようとする学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する大学（同法第９７条に規定する大学院を除

く。）の医学を履修する課程に在学する者及び医師法（昭和２３年

法律第２０１号）第１６条の２第１項の規定による臨床研修を受けて

いる者であって規則で定めるものに対し、へき地医療医師確保奨

学金（以下「奨学金」という。）を貸与するものとする。

（奨学金の貸与）

第３条 基金は、将来県内のへき地の医療機関等（知事が指定する

ものに限る。以下「指定医療機関等」という。）において医師と

しての業務に従事しようとする学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に規定する大学（同法第６２条に規定する大学院を除

く。）の医学を履修する課程に在学する者及び医師法（昭和２３年

法律第２０１号）第１６条の２第１項の規定による臨床研修を受けて

いる者であって規則で定めるものに対し、へき地医療医師確保奨

学金（以下「奨学金」という。）を貸与するものとする。

（就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例の一部改正）

第５条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律施行条例（平成１８年愛媛県条例第５４号）の一部を次のよ

うに改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。
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� 幼保連携型認定こども園 幼稚園及び保育所のそれぞれの用

に供される建物及びその附属設備が一体的に設置されている施

設であって、次のいずれかに該当するものをいう。

ア 当該施設を構成する保育所において、満３歳以上の子ども

に対し学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第２３条各号に掲げ

る目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施

するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力

体制が確保されていること。

イ 省略

� 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をい

う。

ア 省略

イ 幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第５９条第１項に規

定する施設のうち同法第３９条第１項に規定する業務を目的と

するものをいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供される建

物及びその附属設備が一体的に設置されている施設であっ

て、次のいずれかに該当するもの

� 当該施設を構成する認可外保育施設において、満３歳以

上の子どもに対し学校教育法第２３条各号に掲げる目標が達

成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当

たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が

確保されていること。

� 省略

� 保育所型認定こども園 児童福祉法第３９条第１項に規定する

幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満３歳以上の子

どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第

２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所をい

う。

� 地方裁量型認定こども園 児童福祉法第３９条第１項に規定す

る幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満３歳以上の

子どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法

第２３条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う認可外保

育施設をいう。

� 幼保連携型認定こども園 幼稚園及び保育所のそれぞれの用

に供される建物及びその附属設備が一体的に設置されている施

設であって、次のいずれかに該当するものをいう。

ア 当該施設を構成する保育所において、満３歳以上の子ども

に対し学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第７８条各号に掲げ

る目標が達成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施

するに当たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力

体制が確保されていること。

イ 省略

� 幼稚園型認定こども園 次のいずれかに該当する施設をい

う。

ア 省略

イ 幼稚園及び認可外保育施設（児童福祉法第５９条第１項に規

定する施設のうち同法第３９条第１項に規定する業務を目的と

するものをいう。以下同じ。）のそれぞれの用に供される建

物及びその附属設備が一体的に設置されている施設であっ

て、次のいずれかに該当するもの

� 当該施設を構成する認可外保育施設において、満３歳以

上の子どもに対し学校教育法第７８条各号に掲げる目標が達

成されるよう保育を行い、かつ、当該保育を実施するに当

たり当該施設を構成する幼稚園との緊密な連携協力体制が

確保されていること。

� 省略

� 保育所型認定こども園 児童福祉法第３９条第１項に規定する

幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満３歳以上の子

どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法第

７８条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う保育所をい

う。

� 地方裁量型認定こども園 児童福祉法第３９条第１項に規定す

る幼児に対する保育を行うほか、当該幼児以外の満３歳以上の

子どもを保育し、かつ、満３歳以上の子どもに対し学校教育法

第７８条各号に掲げる目標が達成されるよう保育を行う認可外保

育施設をいう。

附 則

この条例は、公布の日（同日において、学校教育法等の一部を改正する法律（平成１９年法律第９６号）が施行されていない場合にあっては、

同法施行の日）から施行する。

平成１９年１２月２１日 発行
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